
議案第５６号 

   地域支援事業委託における消費税相当額の返還に係る和解について 

上記の議案を提出する。 

令和７年６月２日 

提出者 杉並区長   岸  本  聡  子     

 

地域支援事業委託における消費税相当額の返還に係る和解について 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４５に基づく地域支援事業

である「短期集中予防サービス（運動器機能向上プログラム）業務委託（単価契約）」

に係る消費税相当額の返還について、●●●●●●●●●●●●と次のとおり和解

をしたいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の

規定により議会の議決を求める。 

１ 当事者 

   杉並区阿佐谷南一丁目１５番１号 

    甲 杉並区 

   ●●●●●●●●●●●● 

    乙 ●●●●●●●●●●●●● 

２ 事案の概要 

   甲及び乙は、平成２８年度から令和５年度までの各年度について締結してい 

た「短期集中予防サービス（運動器機能向上プログラム）業務委託（単価契約）」 

（以下「本件契約」という。）が消費税の課税対象であると認識し、甲は、消費 

税相当額（財務文書の保存年限内であった令和元年度から令和５年度までの期 

間については、１１，２２６，９８４円）を含む委託料を乙に支払っていた。 

３ 和解の内容 

（１）乙は、乙が行った平成３０年１０月１日から令和５年９月３０日までの期間

における本件契約に係る消費税等の更正請求による還付金６，５２８，８００円

及び令和５年１０月１日から令和６年３月３１日までの期間に係る委託料のうち

消費税相当額として甲が支払った１，０６９，０７６円（未納税分）の合計金額

となる７，５９７，８７６円を、本件契約における消費税相当額に係る返還金と



して、甲に支払う。 

（２）乙は、前号の金員を、甲が指定する納付書を用いて、令和７年７月３１日ま

でに１回で支払う。 

（３）甲及び乙は、本件契約に関し、この和解条項に定めるもののほか、甲乙間に

何らの債権債務がないことを相互に確認する。 

 

（提案理由） 

  地域支援事業委託における消費税相当額の返還について、●●●●●●●●

●●●●●と和解する必要があるため。 


